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(様式②－1）

［ 局 課]

2 款 3 項 4 目 中期計画-３８の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

事業費

方針の確認／決裁 
有（ ）・無

【 事業の目的・必要性】

【令和３年度実施内容と期待される効果】

【 実績及び今後見込み 】
家具転倒防止器具取付助成件数

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

【 事業開始年度 】

平成25年度

【 根拠法令 】

【 根拠とするデータ等 】

平成30年度危機管理アンケート

本資料は、公正・適正に作成しました。

（ 局 － ）

（事業の目的・必要性）
　地震発生時における人的被害を抑えるため、家具類の転倒防止器具を自力で設置することが難しいと考えられる、高齢者や
障害者等のみで構成される世帯に設置助成（取付代行）を行う。また、広報よこはまへの記事掲載やチラシの配布により、助
成事業や家具転倒防止の啓発に関する広報を実施する。

（令和３年度の実施内容）
　転倒防止器具の取付代行（委託事業）
　内容：建築の知識を有する者が２回訪問し、事業利用者と相談調整により転倒防止器具を取り付ける（１世帯２家具まで）
　対象：65歳以上のみで構成する世帯等
　件数：400件
（期待される効果）
　高齢者や障害者等のみで構成される世帯など自力で取付困難な世帯に対して器具の取付を支援し、家具の転倒防止対策を推
進することで、大規模地震時の人的被害を軽減する。

総務

課長 係長 　係

石黒　靖雄 田中　薫 橋本　美沙

R３

決
算

1,748 4,838 4,691
1,748 4,838 4,691市債＋一般財源

5,065
2,330 2,823 4,700 5,065 5,065

予
算

2,330 2,823 4,700 予
算

5,065
市債＋一般財源市債＋一般財源

0 △ 1,065

歳出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 歳出 令和４年度 令和５年度

増△減 △ 1,065 0 0 0 0

補助率

令和２年度 5,065 5,065
単独事業

4,000
補助事業

令和３年度 4,000 0

市債 一般財源
財　源　内　訳 一 般 財 源 等

区　分 金　額 国 県

家具転倒防止対策助成事業
35 4

令和２年度
事業評価書

番号

令　和　３　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
総務 地域防災

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和２年度
事業評価書

番号
‐政策番号 主な施策番号

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 R１ R２
予定 500 700 500 200 200 200 500 500 400
実績 256 167 270 171 125 348 394

項　目 令和３年度 令和２年度 差引
家具転倒防止器具の取付けに係る委託費 2,200
受付、審査、報告等事務作業に係る委託費 2,776

横浜市災害時における自助及び共助の推進に関する条例、横浜市震災対策条例、横浜市防災計画、横浜市地震防災戦略、横浜
市家具転倒防止対策助成事業実施要綱

４月～ 事業実施（申込み開始、取付員の派遣・転倒防止器具取付等）
４、９月　　事業に関する広報の実施（広報よこはま、チラシの配布など）

事業広報費 89
合　計 4,000 5,065 △ 1,065
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(様式②－1）

［ 局 課]

2 款 3 項 4 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

事業費

方針の確認／決裁 
有（ ）・無

【 事業の目的・必要性】

【令和３年度実施内容と期待される効果】

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
一時滞在施設の拡充及び一斉帰宅抑制の周知
　 通年：周知・啓発
横浜駅混乱防止対策

年５回（予定）：横浜駅混乱防止対策会議（親会）の実施、帰宅困難者対策部会の実施
通年：横浜駅周辺総合防災センターの維持管理

【 事業開始年度 】

平成25年度

【 根拠法令 】

災害対策基本法、横浜市震災対策条例、横浜市防災計画

【 根拠とするデータ等 】

平成24年10月横浜市地震被害想定調査報告書及び平成20年度東京都市圏パーソントリップ調査

本資料は、公正・適正に作成しました。

（ 局 － ）

説 明

購入品目の減による
物品配備完了による減

（令和３年度実施内容）
1．一時滞在施設の拡充及び一斉帰宅抑制の周知の実施。また、新たに一時滞在施設として協定を締結した企業等に、備蓄
品を購入し配送を行う。
2．横浜駅混乱防止対策として、ＪＲ横浜タワー会議室の一部を災害時に借用し、横浜駅情報連絡本部とすることになって
いるため、その維持管理を実施。

（期待される効果）
一時滞在施設の拡充や一斉帰宅抑制の周知に取り組むことで、大規模災害時の滞留者・帰宅困難者の発生や駅周辺の混雑を
抑制する。

③横浜駅混乱防止対策 249 264 △ 15
　　合 計 899 2,002 △ 1,103

差　引
①一斉帰宅抑制パンフレットの印刷 100
②一時滞在施設の拡充 1,638

一時滞在施設数 230か所（令和２年12月末）
徒歩帰宅支援ステーション数 3,639か所（令和２年５月末）

令和３年度 令和２年度

　災害時には、公共交通機関の運行停止等により、従業員等が一斉に帰宅をはじめた場合、路上や駅周辺は非常に混雑し、
集団転倒の発生、落下物による死傷、救助・救急活動や消火活動の妨げられる恐れがある。本市の想定（元禄型関東地震）
では、横浜市内で45万５千人の帰宅困難者が発生するとされており、多くの滞留者の発生が予測されることから、滞留者の
安全の確保と災害関連情報を提供するための一時滞在施設を拡充する。

一斉帰宅抑制賛同事業者数 175事業者（令和２年12月末）

令　和　３　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
総務 地域防災

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和２年度
事業評価書

番号
‐政策番号 主な施策番号

帰宅困難者抑制事業 令和２年度
事業評価書

番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

令和３年度 899 0 899
補助事業

令和２年度 2,002 2,002
単独事業

△ 1,103 0 0 0 0

補助率

0 △ 1,103

歳出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 歳出 令和４年度 令和５年度

増△減

予
算

1,535 2,169 6,952 予
算

33,683
市債＋一般財源市債＋一般財源

1,843
1,535 2,169 6,952 33,683 1,843

決
算

2,959 1,412 2,234
2,959 1,412 1,768市債＋一般財源

総務

課長 係長 　　　　係

石黒　靖雄 田中　薫 橋本　美沙
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